
1．一般に公表された債務処理を行うための手続についての準則（公正かつ適正なものと認められるものであつ
て、次に掲げる事項が定められているもの（当該事項が当該準則と一体的に定められている場合を含む。）に限

るものとし、特定の者（政府関係金融機関、株式会社地域経済活性化支援機構及び協定銀行を除く。）が専ら利

用するためのものを除く。）に従つて策定されていること。 
 
 
イ 債務者の有する資産及び負債の価額の評定（以下この項において「資産評定」という。）に関する事項（公

正な価額による旨の定めがあるものに限る。） 
 
ロ 当該計画が当該準則に従つて策定されたものであること並びに次号及び第３号に掲げる要件に該当するこ

とにつき確認をする手続並びに当該確認をする者（当該計画に係る当事者以外の者又は当該計画に従つて債務免

除等をする者で、財務省令で定める者に限る。）に関する事項 
 
2．債務者の有する資産及び負債につき前号イに規定する事項に従つて資産評定が行われ、当該資産評定による
価額を基礎とした当該債務者の貸借対照表が作成されていること。 
 
3．前号の貸借対照表における資産及び負債の価額、当該計画における損益の見込み等に基づいて債務者に対し
て債務免除等をする金額が定められていること。 
 
4．二以上の金融機関等（次に掲げる者をいい、当該計画に係る債務者に対する債権が投資事業有限責任組合契
約等に係る組合財産である場合における当該投資事業有限責任組合契約等を締結している者を除く。）が債務免

除等をすることが定められていること。 
 
 
イ 預金保険法（昭和 46年法律第 34号）第２条第１項各号（定義）に掲げる金融機関（協定銀行を除く。） 
 
ロ 農水産業協同組合貯金保険法（昭和 48年法律第 53号）第２条第１項（定義）に規定する農水産業協同組合 
 
ハ 保険業法第２条第２項（定義）に規定する保険会社及び同条第７項に規定する外国保険会社等 
 
ニ 株式会社日本政策投資銀行 
 
ホ 信用保証協会 
 
ヘ 地方公共団体（イからホまでに掲げる者のうちいずれかの者とともに債務免除等をするものに限る。） 
 
5．政府関係金融機関、株式会社地域経済活性化支援機構又は協定銀行（これらのうち当該計画に係る債務者に
対する債権が投資事業有限責任組合契約等に係る組合財産である場合における当該投資事業有限責任組合契約

等を締結しているものを除く。）が有する債権その他財務省令で定める債権につき債務免除等をすることが定め

られていること。 


